予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費
	事業名　児童福祉施設退所者等自立支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　子ども家庭課　児童養護係　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp 


１　事業費　　        4,000千円（前年度予算額：5,372千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,372
	2,686
	
	
	
	
	
	
	2,686

	要求額
	4,000
	2,000
	
	
	
	
	
	
	2,000

	1月29日時点
査定額
	4,000
	2,000
	
	
	
	
	
	
	2,000

	決定額
	4,000
	2,000
	
	
	
	
	
	
	2,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　児童養護施設を退所者し就職する子どもたちは様々な境遇を抱えており、保護者からの支援を受けられず、多数の困難に直面する一方、職場の理解不足、雇用環境の悪化などの背景から、離職が激しいのが現状である。

そのため、現状の学校・施設の支援だけでは限界があるため、個々の事情を抱える児童のニーズや適性にあった就職支援や就職後の定着支援等、子どもたちが退所後安定した生活が送れるようそれぞれの子どもたちに寄り添った形で支援する必要がある。

（２）事業内容

　　児童養護施設等の退所者等に対して、就業に向けた生活訓練をはじめ、社会的自立を支援するために適切な就業環境の確保や、施設退所者等が働きやすい職場の開拓、面接等のアドバイス、事業主からの相談対応を含む就職後の定着支援等が行える法人等に委託し実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　国１／２、県１／２を負担。
（４）類似事業の有無
　　施設退所者に対する支援事業としては、国の補助メニューである「児童養護施設退所者等就業支援事業」（以下、「就業支援事業」という。）と「退所児童等アフターケア事業」（以下、「アフターケア事業」という。）があり、本事業は、前者の就業支援事業を活用して実施する。
３　事業費の積算内訳（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	4,000
	人件費、旅費、消耗品費、役務費

	合計
	4,000
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県少子化対策基本計画
（２）後年度の財政負担
　　５年を目途に本事業の継続等について必要な検討を実施。
（３）事業主体及びその妥当性
　　児童養護施設等の入所児童は、県が保護し措置した児童であり、そういった児童の自立については、県が支援を行う必要がある、事業実施にあたっては、施設退所児童の自立支援についてノウハウを持つ法人等に委託し実施する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
児童養護施設等を退所し就職する子どもたちは、さまざまな境遇を抱えており、保護者からの支援を受けられないなど、多数の困難に直面する一方、職場の理解不足、雇用環境の悪化などの背景から、離職が多いのが現状である。
当事業を実施することにより、各児童の状況に応じた進路相談や就職活動の支援を行うことにより、退所後の児童の安定した生活を図ることができる。

目標：年間支援児童数(個別相談、セミナー等含む)　延べ600人



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	支援児童数（延べ人数）
※H25は7/1～
	0
（H  ）
	515人
（H23）
	417人
（H24）
	11人
（H25.7末）
	600人
（H30）
	77.7％



（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　相談員が各施設及び地方里親会を訪問し、個別相談や自立支援セミナーを実施。

　平成25年7月末現在、個別面談11件、自立支援セミナー1件。


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

  　平成25年度までの児童虐待DV対策総合支援事業等を活用した当該事業については、県内14施設の退所者及び里親に対し自立に向けた個別相談や自立生活支援セミナー等を実施し、退所後の児童の安定した生活を図る一助となることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	平成２５年度までのDV対策総合支援事業等を活用した当該事業については、県内１４施設の退所者等及び里親に対し自立に向けた個別相談や自立生活支援セミナー等を実施し、退所後の児童の安定した生活を図る一助となることができた。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　各施設においても本事業が定着化してきており、相談内容も多岐にわたってきている。

　入所児童も、施設職員だけではなく、相談できる先が増えることにより、進路について選択の幅ができている。

施設からは、今まで手が回らなかったところであり、本人が納得した進路選択ができるといった声も聞かれ、高い評価を得ている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成23年度まで、県内を2箇所に分けて、2業者へ委託していたが、平成24年度からは1箇所の事業者に委託し、効率化を図っている。
平成23年度までは入所児童に対する支援、平成24年度以降は入所児童のほか、施設職員に対してもノウハウが伝授できるような支援、平成25年度は里親も含めた支援を実施するなど、毎年、前年の実績をもとに効率的、効果的な取り組みができるよう努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　事業開始から4年目を迎え、各施設においても、本事業が定着化してきており、相談員(キャリアコンサルタント)が各児童の進路相談の相手になることはもとより、施設職員からの信頼も厚く、施設職員と協同して児童の自立に向けての支援を図っている。

　　平成25年度は、里親に対する支援も実施し、里親に対しては自立支援セミナー等を通じ、児童の自立に向けて、専門的な見地からノウハウの伝授を行っているところである。

　　しかしながら、現に施設に入所中もしくは里親に委託中の児童については、そういった手厚い支援ができているが、退所した児童については、相談窓口となる拠点がないため、施設に連絡のあった児童についてのみ施設を通じて支援するといったことしかできなかった。

　　一度退所した児童は、施設との関係性があまり良くない場合や、施設には相談しにくいといったケースもあり、施設以外での相談窓口を確保する必要がある。

　　また、施設を退所した児童は、特に退所後数年は孤独感、孤立感を感じることが多く、施設以外でなんでも相談できる窓口の設置や、同じ境遇の者同士が相互に意見交換や情報交換ができる場所を確保する必要がある。

平成25年度まで、就業支援に重きを置いた支援を実施していたが、実際の相談内容からは、就職のみならず、住居の問題、金銭的な問題、家族との問題等、多岐にわたるため、就業のみならず、生活全般の自立支援を相談者に寄り添った形で行う必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

児童福祉施設等入所児童は、近年、虐待、養育放棄等による入所が増加し、その愛着不足等から処遇の困難化が著しいため、その退所者等の社会的自立については、今後とも厳しい状況が想定される。このため今後とも個々の児童の状況に応じた就業支援・自立支援を図っていく必要がある。
　　また、退所者等の自立支援については、施設入所中から退所後までの中長期的な取り組みを行う必要がある。
平成26年度は、施設の退所予定者への支援として本事業を実施し、退所した児童へは拠点型の相談窓口を設ける別事業を実施し、ともに補完する形で、入所中の児童のみならず退所後の児童も相談しやすい環境を作り、より一層支援の充実を図っていく。




（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　


　　健康福祉部 子ども・女性局 子ども家庭課 児童養護係　


　　電話番号：058-272-1111（内2636）E-mail：� HYPERLINK "mailto:c11217@pref.gifu.lg.jp" �c11217@pref.gifu.lg.jp�











